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第２次さがみはら都市経営指針・実行計画に基づく重点取組項目 

（事務事業の精査・見直し等）の検討状況について 

 
平成３０年１０月２２日 

 

１ はじめに 

本市の財政の状況は、少子高齢化の進行や扶助費の増加などにより、平成２９

年度決算における、財政構造の弾力性を示す経常収支比率※は、９８．４％であり、

前年度と比べると４．１ポイント低下したものの、依然として高い状況が続いて

います。 

また、本市の人口は平成３１年度をピークに減少局面に突入し、本格的な人口

減少社会を迎える中で、更なる社会保障費の増加や老朽化する公共施設の改修・

更新への対応が必要となるなど、引き続き厳しい財政状況が続くことが想定され

ます。 

本市の行財政改革については、安定的かつ持続的に質の高い行政サービスを提

供する「持続可能な都市経営」の実現に向けた取組を実行するため、「第２次さ

がみはら都市経営指針・実行計画」を定め、具体的な取組を実施していますが、

本実行計画に掲げる取組のうち、横断的な視点や財政への影響を考慮し、早期に

取り組む必要がある５つの項目を「重点取組項目」として定め、推進しています。 

＜本市の取組体系＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※経常収支比率 

  人件費・扶助費・公債費等の経常的経費に対して、地方税・普通交付税等の経常的財源がど

の程度充当されているかを表すもので、財政構造の弾力性を示す指標です。経常収支比率が低

いほど財政の弾力性が高く、逆に高いほど財政が硬直化していることを示しています。 

第２次さがみはら都市経営指針（平成２９年２月策定） 

環境変化に対応した行政サービスの質の向上を図るとともに、将来世代に過度な負担を強

いることがないよう、行政サービスの適正化を図り、将来にわたり都市の発展を遂げるため

の基本指針 

実行計画【取組期間 平成２９年度から平成３１年度まで】 

「第２次さがみはら都市経営指針」の取組の方向性を具体化し、スピード感を持って取

り組み、最少の経費で最大の効果を上げることを目的に策定 

＜重点取組項目＞ 

○事務事業の精査・見直し 

○補助金の見直し 

○市単独事業の扶助費等の見直し 

○都道府県単位化に伴う国民健康保険事業特別会計の財政健全化 

○職員定数の適正管理 
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２ 各重点取組項目の検討状況について 

 

重点取組項目については、取組期間における検討状況を毎年公表した上で、事

業への反映等を行っています。この度、平成２９年１１月に公表した見直しを検

討する事業のうち取組が完了していない事業に、新たに見直しを検討する事業を

加え、平成３１年度までの期間において見直しの検討を進める事業を定めた上で、

次のとおり各重点取組項目における検討状況をまとめました。 

 

○事務事業の精査・見直し 

  安定的に質の高い行政サービスを提供し、効率的・効果的な行政運営を推進す

るためには、徹底した事務事業の精査や効率化が必要であり、行政として担うべ

き役割を検証し、「費用対効果」と「選択と集中」の視点に立って事務事業を精

査し、必要性・有効性が低い事業の縮小や廃止又は効率化に向けた見直しを進め

ています。 
 【具体的な検討状況】 
  事務事業の内容を改めて整理し、他都市との比較や各事業の成果等を分析し、

必要性・有効性、効率性、類似性、公平性の観点から評価を行った上で、各事務

事業の今後の取組について方向性を検討しています。 
  なお、具体的な検討対象事業は、別紙１「事務事業の精査・見直し（案）一

覧」のとおりです。 
 
 ○補助金の見直し 

  「補助金の見直し指針」に基づき、行政自らが第三者的な視点で評価・見直し

を定期的・継続的に行っており、引き続き、公益性、公平性及び透明性を確保す

るとともに、経済性、効率性、有効性の観点から再検証し、補助金の適正化を図

るため、現状把握や見直しの視点・手順等を明確化した上で、補助金の見直しを

進めています。 
 【具体的な検討状況】 
  「補助金の見直し指針」に基づいた見直し基準による検証を行い、見直しを検

討しています。また、包括外部監査等において指摘などがあった補助金について

も、対応を検討しています。 
  なお、具体的な検討対象事業は、別紙２「補助金の見直し（案）一覧」のとお

りです。 
 
○市単独事業の扶助費等の見直し 

  急速な少子高齢化の進行や就労構造の変化等により、医療・介護・障害福祉サ

ービス等の需要の増加や、子ども・子育て支援への新たなニーズへの対応など、

社会保障給付の増大が見込まれる中、制度の持続可能性を確保し、福祉サービス

を必要とする方に安定してサービスを提供できるよう、市単独事業の扶助費等の

見直しを進めています。 
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 【具体的な検討状況】 
  国の制度改正との関係性や社会情勢の変化への対応を考慮しつつ、事業の目的

や効果、他都市とのサービス水準比較などの視点から、検証、見直しを行い、将

来にわたり安定的にサービスを提供できるよう検討しています。 
  なお、具体的な検討対象事業は、別紙３「市単独事業の扶助費等の見直し

（案）一覧」のとおりです。 
 
 ○都道府県単位化に伴う国民健康保険事業特別会計の財政健全化 

  本市の国民健康保険財政は、高齢化の進行等に伴う医療給付費の増加等の課題

に対応するため、決算補てん等を目的として、一般会計から特別会計へ多額の法

定外繰入を行う等、厳しい財政状況が続いています。こうした中、国の制度改正

により、平成３０年度から都道府県が財政運営の責任主体となる仕組みにおいて、

決算補てん等を目的とした法定外繰入金の縮小・解消による財政健全化に向けた

取組の強化が必要であることから、平成２９年１０月に「市国民健康保険財政健

全化方針」を策定し、取組を進めています。 
 【具体的な検討状況】 
  決算補てん等を目的とした法定外繰入金を段階的に削減するため、具体的な取

組や数値目標を定めた「市国民健康保険財政健全化方針」の下、適正な保険税率

の設定や収納率の向上、医療費・保険給付の適正化などの取組を推進します。 
 

 ○職員定数の適正管理 

  市の重要施策や地方分権改革等に係る権限移譲などに適切に対応するため、平

成８年度から５次にわたり職員定数管理計画を策定し、計画的に職員定数の管理

を行ってきました。今後も、多様化・高度化する市民ニーズや行政需要等に的確

かつ柔軟に対応するため、平成２９年度から平成３１年度までの３か年を計画期

間とした職員定数管理計画に基づき、職員定数の適正管理に取り組みます。 
 【具体的な検討状況】 
  新たな行政需要に適切に対応するため、徹底した事務事業の見直しや民間活力

の活用等に取り組むことにより、市の重要施策等への職員定数の再配分を行い、

効率的な行政運営を推進します。 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

＜最後に＞ 

各重点取組項目については、「持続可能な都市経営」の実現のため、平成３１

年度までの期間において検討を進め、行政サービスの効率化・適正化を図りま

す。 

なお、別紙１から別紙３までに掲載している事業は現時点での検討事業であ

り、今後の状況により、追加する場合があります。また、検討の結果、現行の制

度・体制が望ましいものは、継続して事業を実施します。 



事務事業の精査・見直し（案）一覧　※平成３１年度までに検討する事業

事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

行政資料室運営費
行政資料室（本館地下）及び事務室内に配架す
る図書等の購入及び行政資料の製本に係る経費

行政資料室のニーズ把握、庁内周知を実施するほか、議会図書室との
連携等も検討し、より効率的な運営を図る。

総務法制課
042-769-9260

職員貸与被服購入
費

相模原市職員被服貸与規則に基づき、職員に職
務上必要な被服を貸与するための経費

貸与対象者、貸与品目、貸与方法の見直しを検討する。
職員厚生課
042-769-8338

職員会館維持管理
費

職員会館の維持管理に係る経費
本庁舎との一体管理による経費節減に向けて委託内容の再検証を実
施する。

職員厚生課
042-769-8338

基地対策事業
市内米軍基地の返還等の促進を図るとともに、航
空機騒音等の基地問題の解決に取り組むための
経費

空母艦載機の岩国基地への移駐後の厚木基地の運用や騒音の状況
等を踏まえながら、騒音対策の在り方を検討する。

渉外課
042-769-8207

市政世論調査
市民の意識や動向を的確に把握し、本市のまち
づくりに反映させるための市政世論調査の実施に
係る経費

次期総合計画の進行管理においてアンケートを行う場合、市政世論調
査との統合を検討する。

広聴広報課
042-769-8299

総合計画推進経費
効率的、効果的な行政運営を図るため、「新・相
模原市総合計画」の施策の達成状況等について
評価・検証を行うための経費

審議会による進行管理や指標の在り方等については、現在進めている
次期総合計画の策定作業のなかで検討を行う。また、次期総合計画の
進行管理においてアンケートを行う場合、広聴広報課が実施している市
政世論調査との統合など効率的な実施方法について検討を行う。

企画政策課
042-769-8203

研究経費
本市の地域特性に即した政策研究や広域的な行
政課題に関する研究を行うための経費

現在作成している「産業連関表」や「波及効果分析」について、庁内にお
ける活用の推進等について検討する。

企画政策課
（さがみはら都市
みらい研究所）
042-769-9224

キャンプ淵野辺留
保地維持管理経費

「キャンプ淵野辺留保地利用計画」及び「キャンプ
淵野辺留保地整備計画」を踏まえ、整備着手まで
の期間、国から委託された同地の維持管理を行
うための経費

管理用地の公的利用による貸付手法を見直し、有償貸付を積極的に行
うことによる財源確保に努め、維持管理に係る負担の軽減を図る。ま
た、委託先が目的外使用する場合の減免規定について、同様の施設等
の規定との整合を図りながら見直しを検討する。

土地利用調整課
042-769-8209

行政事務情報化経
費（セキュリティ対
策）

電子自治体の推進及び庁内の情報化を推進する
ための経費（セキュリティ対策分）

平成２９年６月から神奈川情報セキュリティクラウドの利用を開始したこ
とから、既存のセキュリティ対策を含め、セキュリティリスクを改めて評
価し、セキュリティ対策の見直しを行う。

情報政策課
042-769-8212

行政事務情報化経
費（ネットワーク）

電子自治体の推進及び庁内の情報化を推進する
ための経費（ネットワーク分）

ネットワーク機器の更新に併せて、費用が低く、業務効率化が図れる
ネットワーク無線化を行う。

情報政策課
042-769-8212

行政事務情報化経
費（パソコン設置）

電子自治体の推進及び庁内の情報化を推進する
ための経費（パソコン、プリンタ等の維持管理分）

パソコン調達及び管理の一元化を進めるとともに、機能の必要性を精
査しながら、計画的な設置を行う。

情報政策課
042-769-8212

本庁舎維持管理費 市役所本庁舎の維持管理に関する経費
職員会館の維持管理費のうち、関係機関と調整の上、契約方法の見直
しを含めた一体的な管理手法について検討する。

管財課
042-769-8305

事業新設予定
※平成30年７月追加

全市的な施設賠償責任保険である「全国市長会
市民総合賠償補償保険」の加入に係る経費

各課が所管している施設等の施設賠償責任保険は、各課で個別加入し
ていたが、対象となる施設については「全国市長会市民総合賠償補償
保険」に一括加入することで、事務負担の軽減及び保険料の削減を図
る。

管財課
042-769-8218

債権管理事務経費
市税及び市税外諸収入金の債権管理に要する
経費

債権回収業務委託について、効果的・効率的に、より多くの債権を回収
する手法を検討する。

債権対策課
042-707-7048

土地使用図等修正
業務委託

固定資産税の適正かつ均衡な課税を行うため
に、固定資産調査及び評価に必要な課税資料を
作成する経費

契約方法の見直しについて、課題等を精査し、見直しについて検討す
る。また、委託費削減や業務の効率化についても検討する。

資産税課
042-769-8298

自主防災組織等活
動支援事業

自主防災組織の活動や訓練を支援する経費（補
助金は3区地域振興課所管）

訓練等で使用頻度の高い起震車について、広告掲出等を検討する。
危機管理課
042-769-8208

防災訓練実施事業
住民、地域、事業所その他関係機関が一体と
なった実践的な総合訓練を実施するための経費

訓練用物品の調達方法を見直すことで経費削減を図る。
緊急対策課
042-707-7044

戸籍住民事務運営
費

窓口サービスの向上を図るため、市民に身近なコ
ンビニエンスストアにおいて、住民票の写し等各
種証明書を交付する「コンビニ交付」の導入及び
証明書自動交付機廃止に係る経費など

証明書自動交付機の廃止と併せて、証明発行窓口（連絡所）の一部廃
止について検討する。また、津久井地域４まちづくりセンターの休日日
直代行員制度の在り方についても、関係課と調整しながら見直しを検討
する。

区政支援課
042-704-8911
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事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

自治会活動推進奨
励金

地区自治会連合会及び単位自治会の運営の円
滑化並びに地域活動の推進を支援するため、相
模原市自治会連合会へ奨励金を交付し、個性豊
かなコミュニティづくりの推進を図る経費

限りある予算を地域で有効に活用するため、本奨励金を含めた地域活
性化や安全・安心などに関する補助金等を集約し、地域のニーズにあっ
た柔軟な活用ができるよう、見直しの時期を含めた制度の見直しについ
て検討する。

市民協働推進課
042-769-8226

自治会掲示板活用
促進事業

地域や行政からの情報を周知するため、ポスター
等掲出用の自治会掲示板を自治会に交付し、自
治会の健全な発展と住民自治の促進を図る経費

掲示板の交付については、自治会会員以外の目にも触れる必要な媒
体であることから、必要な制度であるが、上記の自治会活動推進奨励
金と同様、他の補助金等との集約による見直しについて検討する。

市民協働推進課
042-769-8226

ふれあい広場維持
管理費

ふれあい広場の維持管理について、各地域の
「ふれあい広場管理運営委員会」等に街美化アダ
プト活動支援費を支出し、地域の自主的、主体的
な活動により行うほか、必要な維持管理を行う経
費

公園、こどもの広場等、類似する施設の集約を含め、効果的手法につ
いて検討する。

市民協働推進課
042-769-8226

さがみはら市民活
動サポートセン
ター経費

市民活動を支援するための拠点である、さがみ
はら市民活動サポートセンターを市民と協働で運
営するための経費

市民活動を支援する「市民活動サポートセンター運営事業」の役割は重
要で、事業の継続は必要であるが、ユニコムプラザさがみはらなど他施
設の事業と併せて検討する中で精査を行い、さらに、自主事業を実施
し、参加料を徴収するなど財源確保を検討することで拡充を図る。

市民協働推進課
042-769-8226

協働事業提案制度
経費

市民・行政からの提案に基づき、協働して地域課
題や社会的課題の解決を図る仕組みである「協
働事業提案制度」を運用するための経費

相模原市市民協働推進基本計画に基づき実施している事業のため、次
期計画の改定と合わせて制度の在り方について検討をする。

市民協働推進課
042-769-8226

地域コミュニケー
ション活性化事業

情報通信技術を活用し、地域情報等の共有化を
促進する仕組みを構築提供することによって、地
域コミュニティの活性化を図るための経費

「さがみはら地域ポータルサイト」の広告価値を高めるため、コンテンツ
等をより魅力あるものに更新し、アクセス数の増加を図ることで、バナー
広告の拡充を図る。

市民協働推進課
042-769-8226

美術品等維持管理
経費

博物館収蔵庫を補完するため、作品の保管場所
としての専用レンタルスペースの確保に係る経費

美術館整備に向け、収蔵美術品は増える予定であるが、直近において
必要最低限の収集に努める。

文化振興課
042-769-8202

市民ギャラリー（文
化施設自主事業
費）

相模原市民ギャラリーにおいて、市民に優れた美
術品鑑賞の機会を提供することにより、本市文化
芸術のさらなる振興と充実を図るための経費

文化振興課
042-769-8202

市民ギャラリー（文
化施設等管理運営
費）

ＪＲ相模原駅駅ビル公共施設（シティ・プラザさが
みはら）全体の維持管理および相模原市民ギャラ
リーの施設運営に係る経費

文化振興課
042-769-8202

アートラボはしもと
運営事業

アートラボはしもとの事業実施及び施設維持管理
に係る経費

文化振興課
042-769-8202

男女共同参画政策
経費

男女があらゆる分野にともに参画し、それぞれの
個性と能力を十分に発揮できる社会の実現に向
けて、施策の総合的かつ計画的な推進を図るた
めの経費

男性ＤＶ相談体制の在り方については、次期ＤＶ対策プランの策定に合
わせ検討する。また、男女共同参画推進員については、次期指定管理
者の公募に向け、管理業務とともに検討する。

人権・男女共同参
画課
042-769-8205

男女共同参画啓発
経費

男女共同参画社会の実現をめざし、市民との協
働のもと、男女共同参画に関する市民意識の普
及・啓発を図るための経費

各種印刷物の啓発手法を再検討し、電子化や国・県において発行して
いる類似の啓発印刷物を活用する。また、ＤＶ相談窓口の周知について
は、対象を明確にし、より効果的な手法を検討する。

人権・男女共同参
画課
042-769-8205

施設管理事務費
（男女共同参画推
進センター）

男女共同参画推進の拠点施設としてセンターの
管理業務、女性相談事業、ＤＶ相談支援事業を行
うための経費

女性相談事業について、相談件数の推移等を見極めながら適切な開設
時間を検討する。併せて、子育て支援センターで実施する女性相談事
業と整理・調整し、民間委託など効率化に向け検討する。

人権・男女共同参
画課
042-769-8205

路上喫煙防止対策
事業

相模原市路上喫煙の防止に関する条例に基づ
き、市民等の身体、財産の安全及び安心の確保
を図り、市民の生活環境の向上に資するための
経費

条例化（事業開始）以降の路上喫煙の現状から、禁止地区や重点禁止
地区の見直しを含め、巡回場所、巡回回数・方法及び指導員数等につ
いて検討するとともに、将来的には指導員業務の委託化についても検
討する。また、指導員用被服については、指導員としての統一的な服装
が必要であると考えているが、貸与サイクルの見直しや、より低廉な被
服に見直すとともに、消耗品等についても内容を精査した上で効果的な
活用を検討する。

交通・地域安全課
042-769-8229

落書き防止活動事
業

協働事業提案制度により、市民（提案団体）と市
が役割分担し、協働して落書き防止のための事
業を行う経費

交通・地域安全課
042-769-8229

自転車安全利用推
進事業

協働事業提案制度により、市民（提案団体）と市
が役割分担し、協働して自転車の安全利用を推
進するための事業を行う経費

交通・地域安全課
042-769-8229

シティ・プラザはし
もと維持管理費

「シティ・プラザはしもと」を安全・快適且つ衛生的
に保つことにより、市民の利便性の向上を図るた
めの経費

複数課の市の関連施設が配置されているため、各施設の事業の在り方
や規模などについて視野に入れつつ、効果的な管理手法を検討する。

消費生活総合セン
ター
042-776-2598

協働事業提案制度事業制度に基づき、実施期間中は年度ごとに中間
報告として事業成果等を検証し、最終年度には事業の振返りを行い、協
働事業終了後の方向性について検討する。

美術館整備に併せて、在り方を検討する。
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事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

まちづくりセンター
等維持補修費（シ
ティ・プラザはしも
と）

「シティ・プラザはしもと」６階の北消費生活セン
ター、市民相談室、橋本公民館、ソレイユさがみ
等の維持補修に係る経費

複数課の市の関連施設が配置されているため、各施設の事業の在り方
や規模などについて視野に入れつつ、効果的な管理手法を検討する。

消費生活総合セン
ター
042-776-2598

消費生活展経費

消費者団体等と共に、消費者を取り巻く様々な問
題や暮らしに役立つ情報をイベントやパネルの展
示などにより提供し、消費者問題等を考える機会
とするための経費

他課等で実施している同種の事業と共同開催を検討するなど、より効果
的・効率的な運営方法に見直しを図る。

消費生活総合セン
ター
042-776-2598

消費者行政活性化
事業

地方消費者行政推進のために、国からの交付金
によって神奈川県に設定された補助金等を活用
し、消費者行政の推進を図る経費

引き続き交付金に係る国等の動向を注視し、事業実施に際して積極的
な補助金等の活用を図るとともに、より効果的な事業手法等について検
討する。

消費生活総合セン
ター
042-776-2598

計量検査等事業費
計量法に基づき計量器の定期検査、事業所等へ
の立入検査等を行うことにより、適正な計量を確
保するための経費

他都市の動向等を踏まえ、手数料等の改定を検討する。
消費生活総合セン
ター
042-776-2598

地域福祉推進経費

身近な地域福祉を一層進めるため、地域での福
祉活動の支援などを実施するとともに、地域福祉
推進協議会において地域福祉計画の実施状況
の把握や評価など、進行管理を行うための経費

本事業のうち、市民に対する福祉思想の普及啓発を目的とした市民福
祉の集いの事業内容や事業費の精査を行う。

地域福祉課
042-769-9222

災害時医療救護体
制整備事業

災害時における医療救護活動を円滑に実施する
ため、救護所における医薬品等の備蓄や、訓練
の実施など災害時医療救護体制整備事業に要
する経費

流通備蓄など効率的な医薬品等の備蓄・管理方法について、医療関係
団体と協議を踏まえて検討する。

地域医療課
042-769-9230

夜間急病診療事業

夜間における急病患者に対する初期救急医療を
確保するため、市内３か所のメディカルセンター
等で実施する夜間急病診療事業の委託に要する
経費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

病院群輪番制運営
事業

土曜日・休日及び夜間における入院治療を要す
る急病患者に対する二次救急医療を確保するた
め、救急告示病院で実施する病院群輪番制運営
事業の委託に要する経費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

小児急病診療事業

土曜日・休日及び夜間における小児の急病患者
に対する初期及び二次救急医療を確保するた
め、市内２か所のメディカルセンターや小児科医
等を配置した病院で実施する小児急病診療事業
の委託に要する経費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

産婦人科急病診療
事業

休日における妊婦等の急病患者に対する初期及
び二次救急医療を確保するため、相模原南メディ
カルセンターや産婦人科医を配置した病院で実
施する産婦人科急病診療事業の委託に要する経
費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

障害者自立支援制
度経費

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支
援するための法律に基づく事業に関連した経費

給付費審査事務については、委託の効果及び影響を検証し、委託の要
否について継続して検討する。

障害政策課
042-707-7055

福祉バス提供事業
福祉団体等が福祉向上のために行う事業（研修
旅行、交流会、レクリエーション、スポーツ大会へ
の参加など）への福祉バスの提供に係る経費

福祉団体等の意見等を伺いながら、事業内容について公平・適正化を
図る。

障害政策課
042-707-7055

障害者スポーツ・
レクリエーション等
事業

障害のある人の社会参加を促進するため、ス
ポーツ・レクリエーション事業等の実施の補助や
参加を支援する経費

障害のある方々の意見等を伺いながら、事業内容について公平・適正
化を図る。

障害政策課
042-707-7055

指定管理経費（債
務負担行為）（津久
井障害者地域活動
支援センター施設
管理運営費）

相模原市立津久井障害者地域活動支援センター
の指定管理経費

地域のニーズを確認し、指定管理者と協議の上、施設の在り方等につ
いて方向性を決定する。

障害政策課
042-707-7055

南保健福祉セン
ター維持管理費

南保健福祉センターの維持管理に関する経費
電気の使用状況、事業者の実績、予算編成時期等を踏まえ、今後、新
電力の導入を検討する。また、施設賠償責任保険、各委託業務等につ
いて、近隣施設と調整し、契約方法などを検討する。

南障害福祉相談
課
042-701-7722

城山保健福祉セン
ター維持管理費

城山保健福祉センターの維持管理に関する経費
総合管理業務委託の清掃等の回数削減など施設管理上必要最小限の
仕様内容に見直し、経費節減を図る。

城山保健福祉課
042-783-8135

身体障害者福祉車
両等運行事業(津
久井地域）

津久井地域に居住する単独では公共交通機関を
利用して移動することが困難な障害者を対象に、
通院・通所等を目的とした福祉車両等による移動
支援サービスを提供する経費

旧相模原市域の他の高齢者・障害者の移動支援事業を含めた中で総
合的に勘案し、今後の津久井地域における事業の在り方を検討する。

津久井保健福祉
課
042-780-1408
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ねたきり高齢者等
移送サービス利用
助成事業（津久井
地域）

津久井地域に居住する単独では公共交通機関を
利用して移動することが困難な要介護認定者等
を対象に、通院、通所等を目的とした福祉車両等
による移動支援サービスを提供する経費

旧相模原市域の他の高齢者・障害者の移動支援事業を含めた中で総
合的に勘案し、今後の津久井地域における事業の在り方を検討する。

津久井保健福祉
課
042-780-1408

高齢者移動支援事
業（津久井地域）

津久井地域における高齢者・障害者を対象とした
市主催事業（介護予防事業等）への参加を容易
にするため、また、地域サロン等の高齢者等支援
団体が行う福祉事業の利用に供するため、リフト
付きマイクロバスを運行するための経費

旧相模原市域の他の高齢者・障害者の移動支援事業を含めた中で総
合的に勘案し、今後の津久井地域における事業の在り方を検討する。

相模湖保健福祉
課
042-684-3215

敬老訪問経費
（祝賀メッセージ）

７７歳及び１０１歳以上の誕生日を迎える方に対
し、祝賀メッセージ事業として、祝状と記念品等を
贈呈し、敬老と長寿を祝うとともに、介護予防、認
知症予防への取組に向けた意識啓発に資するた
めの経費

関係団体の意見等を伺いながら、敬老事業補助金、敬老祝金等支給費
と併せた敬老事業の全体的な見直しの中で、対象年齢も含め、今後の
事業の在り方を検討する。

高齢政策課
042-769-8354

高齢者大学運営費

高齢者の方々が、心身ともに健康で生きがいと喜
びに満ちた生活を送るために、学習活動を通じて
仲間づくりを図りつつ、知識と技能の習得を図る
ため、あじさい大学を開校する経費

市民大学等の類似事業との整理を含め、事業の在り方の検討を行う。
また、更なる適正な受益者負担について、平成３２年度の実施に向けた
検討を行う。

地域包括ケア推進
課
042-769-9231

シルバー人材セン
ター育成費

高齢者への就業と仲間づくりの機会の提供を目
的とする公益社団法人相模原市シルバー人材セ
ンターの育成のために助成を行う経費

シルバー人材センターにおける平成３０年度からの新たな経営計画策
定に伴い、更なる経営改善、自主財源確保のため、受注機会の創出、
増大に努め、財政基盤の強化を図り、自立した運営に向けた取組への
支援や助言を行う。

地域包括ケア推進
課
042-769-9231

総合保健医療セン
ター維持管理費

相模原市総合保健医療センターの施設維持管理
に係る経費

施設管理契約について、複数業務の集約や類似施設との統合を検討
する。電力使用契約について、より安価で安定供給が可能な契約先を
検討する。

地域保健課
042-769-9241

衛生検査研究費

食品、飲料水、感染症等に関する検査、食中毒、
集団感染症発生時の検査、工場排水、臭気等の
環境検査、放射性物質に関する検査及び公衆衛
生に係る調査研究を行う経費

市民や市内の事業所を対象に実施している飲料水の水質検査事業に
係る減免措置について、個人と事業者が同一となっている減免率の見
直し等を検討する。

衛生研究所
042-769-8348

衛生研究所維持管
理費

衛生研究所の施設運営、設備点検等維持管理、
施設修繕等に要する経費

施設内照明器具のＬＥＤ化について、費用対効果等を検討し推進してい
く。
施設管理契約について、類似施設との統合を検討する。

衛生研究所
042-769-8348

健康づくり施策推
進事業

健康づくりに取り組む市民の拡大を図るため、
ウォーキングなど日々の健康行動に応じてインセ
ンティブを付与するモデル事業を実施する経費

モデル事業の評価・分析に基づき、モデル期間終了後の事業展開につ
いて、インセンティブの内容や付与方法、参加者（実施規模）、財源確保
策等について検討する。また、ポイント交換先にマイナンバーカードを利
用する自治体ポイントの追加等についても検討する。

健康増進課
042-769-8274

保健所一般健康相
談経費

健康の保持・増進を図るため、主に１９歳以上３９
歳以下の市民を対象に血液検査・尿検査・胸部Ｘ
線検査等を行い、検査結果に基づき医師・保健
師等による健康相談を実施する経費

利用者の固定化や利用率の状況から、平成３０年度には回数を縮小し
て実施する。また、保健師による健康相談等を実施する中で、必要に応
じて医療機関等での健康診断の受診を勧めるなどの事業転換について
検討を行う。

健康増進課
042-769-8322

がん施設検診事業
がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を相模原市医師会に委託し、市内協力医
療機関において実施する経費

検診内容の見直しやがん検診全体の再構築等、受益者負担も含め、見
直しに向けた検討を行う。

健康増進課
042-769-8322

がん集団検診事業
がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検
診事業を検診機関に委託し、市内公共施設にお
いて検診車等により実施する経費

受診者が少ない時間帯等の廃止や他機関との連携等効率的な事業の
見直しを実施する。また、がん検診の内容の見直しや受益者負担につ
いては、がん施設検診との整合を図り、検討を行う。

健康増進課
042-769-8322

がん精密検査事業

がん（施設・集団）検診の結果が「精密検査を要
する」となった者について、精密検査を実施した医
療機関からの報告書の提出を受け、精密検査の
受診結果を正確に把握するとともに、未受診者に
対しては適切な事後指導を実施するための経費

精密検査受診率向上のためのチラシを作成し同封するなど、受診率の
経過等を踏まえ、検討を行う。また、報告の仕組みや謝礼の見直しにつ
いても、検討を行う。

健康増進課
042-769-8322

成人歯科健康診査
事業

「８０２０運動」の具体化を図るため、「成人歯科健
康診査」を市内協力医療機関において実施する
とともに、口腔がんの早期発見、早期治療を図る
ための「口腔がん検診」を実施する経費

対象者の設定・受益者負担額などを含め、委託事業の見直しについて
検討を行う。

健康増進課
042-769-8322

肝炎ウイルス検診
事業

肝炎ウイルスに関する正しい知識を普及させると
ともに、住民が自身の肝炎ウイルス感染の状況
を認識するため、肝炎ウイルス検診事業を市内
協力医療機関において実施する経費

類似する事業を複数課で実施しており、他市では、特定感染症検査事
業担当課の事業のみとして実施いるところも多く、財政面を踏まえた効
率的な事業の在り方について、検討を行う。また、受益者負担について
も検討する。

健康増進課
042-769-8322

生活保護受給者等
健康診査事業

メタボリックシンドローム症候群に着目し、糖尿病
等の生活習慣病有病者・予備群を減少させるた
め、生活保護受給者等に対する健康診査事業を
市内協力医療機関において実施する経費

生活習慣病予防や重症化予防を一層進めるため、円滑に保健指導に
つなげるなど効果的な事業展開を図る。

健康増進課
042-769-8322
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訪問・通所型短期
集中予防サービス
事業（特別会計）

要支援者等に対して短期集中予防サービスを行
う経費

事業内容及びサービスの提供量など、住民の主体的な活動を含めた介
護予防事業全体の改善効率化について検討を行うとともに、当該事業
は自立支援・重度化防止の観点から重要であることから、高齢者支援
センターとの連携による活用促進の在り方や活用しやすい事業展開に
ついて検討を行う。

地域包括ケア推進
課
042-769-9249

介護予防普及啓発
事業（特別会計）

介護予防活動の普及・啓発を行う経費
事業内容及びサービスの提供量など、住民の主体的な活動を含めた介
護予防事業全体の改善効率化について検討を行う。

地域包括ケア推進
課
042-769-9249

地域リハビリテー
ション活動支援事
業（特別会計）

リハビリ専門職の知見を活用し、地域住民主体の
いきいき百歳体操グループ立ち上げの支援及び
指導を行い、運動習慣や住民同士の交流の場と
なるよう支援するための経費

地域リハビリ相談について、総合事業の実施状況を踏まえながら、今後
の方向性について継続的に検討する。
いきいき百歳体操の実施希望団体の増加に対応するため、住民自身に
よる主体的な活動ができる仕組みを含めて、事業の実施体制について
検討を行う。

地域包括ケア推進
課
042-769-9249

高齢者・介護家族
電話相談事業（特
別会計）

高齢者を介護する家族・高齢者本人の健康や介
護に関する電話相談に係る経費

緊急性の高い内容もある介護者や高齢者本人からの３６５日・２４時間
の相談対応に係る事業費の精査について検討を行う。

中央高齢者相談
課
042-769-8349

民間社会福祉施設
賠償責任保険負担
金

民間社会福祉施設の賠償責任保険契約に係る
保険料を負担する経費

他市の状況調査を行い、平成３１年度以降の見直しを検討する。
こども・若者政策
課
042-769-8315

子育て広場事業
親子がいつでも自由に訪れ、子育て相談や情報
交換をすることができる常設の場を提供する一般
型の地域子育て支援拠点事業を実施する経費

より効果的な一般型の地域子育て支援拠点事業を検討する。
こども家庭課
042-769-9811

子育て応援情報配
信事業

妊娠期から子どもが３歳になるまでの家庭を対象
に、おなかの赤ちゃんや産後の子どもの成長に
応じた情報を、メールマガジンとして配信する経
費

民間資金（寄附金等）の活用など、効率的な実施方法を検討する。
こども家庭課
042-769-9811

児童虐待防止事業
児童虐待防止推進月間に実施する啓発事業など
に要する経費

児童虐待防止事業の啓発について、民間企業、大学との連携を更に推
進する。

こども家庭課
042-769-9811

ファミリー・サポー
ト・センター推進事
業

育児の相互援助活動を支援する「相模原市ファミ
リー・サポート・センター」の運営に係る経費

平成２９年度から対象月齢の拡充、会費の廃止を実施済みであるが、
引き続き会員を安定的に確保するための方策等を検討する。

こども家庭課
042-769-9811

ひとり親家庭等自
立支援事業

就職につながる資格取得を促進するため、各種
給付金の支給等を行い、ひとり親家庭の経済的
な自立を支援する経費

神奈川県、横浜市及び本市の三県市共同で実施しているひとり親家庭
就業支援講習会について、参加実績が低いことから、平成３１年度以降
の事業廃止を検討する。また、平成２７年度に拡充したひとり親家庭高
等学校卒業程度認定試験合格支援事業等について、５年経過を目途
に、申請状況等を勘案し、効果について検証するとともに、自立につな
がる就労支援などの事業についても検討する。

こども家庭課
042-769-8232

８か月児健康診査
事業

８か月の乳児を対象に、協力医療機関において
健康診査を実施するための経費

１歳児健康診査事
業

１歳の幼児を対象に、協力医療機関において健
康診査を実施するための経費

２歳６か月児歯科
健康診査事業

２歳６か月の幼児を対象に、公共施設において集
団による歯科健康診査を実施するための経費

かかりつけ歯科医の推進及び受診率の向上、フッ化物の効果の普及啓
発方法等について検討する。

こども家庭課
042-769-8345

３歳６か月児健康
診査事業

３歳６か月の幼児を対象に、公共施設において集
団による健康診査を実施するための経費

今後、医療関係団体と調整を図り、新たな乳幼児健診体系を検討する。
こども家庭課
042-769-8345

母子保健事業
各種健診に関する事務、母子保健システム等に
係る経費

冊子やリーフレットなどの啓発媒体について、同時期に配布している子
育てガイドへの統合や有料広告の活用などを検討する。

こども家庭課
042-769-8345

児童遊園維持管理
費

児童遊園の維持管理に要する経費

子どもの広場助成
事業

子どもの広場の整備に係る経費の一部を補助す
る経費

児童館運営費
市立児童館と津久井中央児童室の活動に係る経
費

児童館の建替えが必要な場合は、地域での活用状況、配置バランス、
周辺の公共施設との複合化や集約化も踏まえ検討する。

こども・若者支援
課
042-769-9227

今後、医療関係団体と調整を図り、新たな乳幼児健診体系を検討する。
こども家庭課
042-769-8345

公園、子どもの広場、ふれあい広場、児童遊園等、様々な子どもの遊び
場が混在していることから、管理方法について検討する。

こども・若者支援
課
042-769-9227
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児童館維持管理費 市立児童館の維持管理に係る経費
新電力の導入等のほか、施設の建替え、改修等に合わせて、ＬＥＤ化、
エアコン改修等による電気代削減について検討する。

こども・若者支援
課
042-769-9227

放課後子ども教室
事業運営費

小学校の諸施設を活用し、全学年の児童を対象
に、地域の人たち等との遊びなどを通じて様々な
体験の場を提供する「放課後子ども教室」を運営
する経費

効率的・効果的な事業の在り方について検討する。
こども・若者支援
課
042-769-9227

児童クラブ運営費

保護者が昼間家庭にいない小学校低学年児童に
対し、授業終了後に市立児童クラブを利用して適
切な遊び及び生活の場を提供し、その健全な育
成を図る経費

新電力の導入等のほか、施設の建替え、改修等に合わせて、ＬＥＤ化、
エアコン改修等による電気代削減や育成料の見直し、維持管理の包括
的な委託を検討する。

こども・若者支援
課
042-769-9227

児童クラブ整備費
待機児童数の多い児童クラブの受入人数を拡大
するため、施設の整備や改修を行う経費

育成料の見直し、質の向上について検討する。
こども・若者支援
課
042-769-9227

こどもセンター維持
管理費

市立こどもセンターの維持管理等に係る経費
新電力の導入等のほか、施設の建替え、改修等に合わせて、ＬＥＤ化、
エアコン改修等による電気代削減や育成料の見直し、維持管理の包括
的な委託を検討する。

こども・若者支援
課
042-769-9227

はたちのつどい開
催費

「成人の日」を記念して、はたちのつどいを開催す
る経費

成人式の開催内容等の見直しを検討する。
こども・若者支援
課
042-769-8289

子ども会育成費

子ども会活動の活性化を図るため、ジュニアリー
ダー養成研修会、子ども会交歓スポーツ・レクリ
エーションフェスティバル、新聞コンクール等を開
催する経費

親子ふれあいの広場などの各種事業との整理統合や事業内容、実施
体制等について検討する。

青少年学習セン
ター
042-751-0091

鼓笛バンド育成費
市内で活動する鼓笛隊の活動活性化のため、指
導者の育成と演奏技術の向上を行うとともに、市
全隊による鼓笛まつりやドリル大会を行う経費

鼓笛まつりやドリル大会について、実施主体（執行体制）の見直し等を
検討する。

青少年学習セン
ター
042-751-0091

親子ふれあいの広
場経費

青少年の健全育成に対する理解と自覚を高める
ため、「子ども・若者支援強調月間」である１１月
に、親子ふれあいの広場を実施する経費

子ども会交歓スポーツレクリエーションフェスティバルなどの各種事業と
の整理統合や事業内容、実施体制等について検討する。

青少年学習セン
ター
042-751-0091

青少年学習セン
ター維持管理費

青少年学習センターの施設維持管理に係る経費
施設が老朽化していることから、今後の施設のあり方について検討す
る。

青少年学習セン
ター
042-751-0091

病児・病後児保育
事業

保育所に在園する児童等が「病気中」又は「病気
回復期」のため通常保育が困難な期間、独立した
専用の施設で一時的に預かることにより保護者
の子育てと就労の両立を支援する病児・病後児
保育事業を行う経費

既存施設の利用率向上に向け、引き続き事業周知に努める。
保育課
042-769-8340

市単独分
（幼稚園就園奨励
補助金）

保護者の保育料負担の軽減を図ることにより、幼
稚園への就園を奨励、促進する経費

幼児期の教育・保育の無償化に関する国の動向や近隣市の保育料水
準等を考慮しつつ、保育料の見直しを検討する。

保育課
042-769-8341

児童相談所運営費
児童に関する専門的な相談や一時保護、施設入
所措置等を実施する児童相談所の運営及び施設
管理等に要する経費

新電力の導入、ＬＥＤ化等による電気代の削減について検討する。
児童相談所
042-730-3500

中小企業事業資金
融資預託金

市内中小企業の資金需要に対処するため、市が
一定の金額を金融機関に預け、これに金融機関
が独自の資金を合わせて、低利な資金提供を行
う経費

「中小企業事業資金融資」及び「中小企業景気対策特別融資」について
は、適宜経済情勢や他市近隣市の状況等を考慮し、制度全体において
継続的に見直しを進めていく。

産業政策課
042-769-8237

障害者雇用特例子
会社設立支援事業

障害者の自立支援の一環として、市内の障害者
雇用の機会の拡大を図るため、障害者雇用特例
子会社設立に係る初期整備費用の一部を補助す
るほか、障害者雇用促進の事例を周知する経費

障害者の実雇用率は法定雇用率を下回っている状況である上、障害者
雇用促進法の改正により、平成３０年度から、算定の基礎に精神障害
者が加わることとなっており、障害者雇用の促進に向けた一層の取組
が必要であることから、本支援制度の更なる周知に努めるとともにその
他の事業手法についても、ハローワーク等関係機関との調整を図りつ
つ検討を行う。

雇用政策課
042-769-8238

市民まつり開催経
費

ふるさとづくりの中心的行事として、市民参加によ
る「市民まつり」を開催する経費

観光を通じた経済の活性化が重要な課題となっているが、それと併せ
て、内面に着目したふるさとづくりの推進に取り組むことの重要性も更に
増していくこととなると考えている。今後も市民まつりを継続していくため
にも、市民まつりが本市にとってどのような位置付けにあるかを明確に
するとともに、市全体としての祭り・イベントの体系整理による、テーマや
関連性の明確化及び支援の在り方の整理を進める。

商業観光課
042-769-8236
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観光宣伝事業費
観光ガイドブックの作成、観光情報の多言語化対
応、広域観光周遊ルートの作成などにより、本市
観光のＰＲを展開する経費

現行の新相模原市観光振興計画は平成２０年３月の策定（平成２５年
度中間見直し）であり、日本の観光を取り巻く状況や、本市の交通網を
始めとする都市基盤の整備状況の変化を捉え新たな取組の方向性を
整理する必要がある。（インバウンド施策の更なる充実、地域別計画の
推進体制・方策、観光環境整備方針の策定など）

商業観光課
042-769-8236

キャンプ場管理運
営費

上大島キャンプ場及び望地弁天キャンプ場の管
理運営に要する経費

利用者増加に伴い、管理スタッフの増員及び管理運営諸経費等の費用
の増大が見込まれることから、契約内容及び利用者協力金等の見直し
などによる、効率性・公平性の向上・改善が必要であると考えている。そ
のため、管理運営業務について、業務内容の精査、人員の配置等の見
直しを図り、現状の運営に係る業務状況について検証を行い、利用者
協力金の見直し等を検討する。

商業観光課
042-769-8236

指定管理経費（債
務負担行為）（相模
の大凧センター施
設管理運営費）

相模原市立相模の大凧センターで実施する大凧
文化の保存、継承を図るための事業の指定管理
経費

大凧センターは、大凧文化の保存・継承を目的とする施設であり、凧ボ
ランティアによる観覧者への解説や凧づくり指導が行われるなど、地域
に根付いた施設となっている。また、地域の歴史や文化を広く知っても
らう機会として展示事業も提供しており、これらの事業を生かすことで、
更なる来場者数の向上が見込まれる施設でもある。今後、展示事業に
おける参加費用の徴収等について検討を行う。

商業観光課
042-769-8236

フィルムコミッション
推進事業運営費

市内における映画、テレビ番組等のロケーション
撮影を積極的に誘致し、映像制作を支援する相
模原フィルムコミッションの運営を支援する経費

これまで蓄積されたノウハウや情報などを基に、委託先とともに多様な
視点から手法の見直しや業務の効率化を検討する。撮影場所の使用
許可の申請や、施設管理者との仲介などの事務については、全庁的な
協力体制や理解を広げることで事務コストを低くすることも考えられるた
め、フィルムコミッションの推進に係る将来的に維持可能な制度の検討
も行う。

商業観光課
042-769-8236

農道等維持管理費
農道、農業用水路等の農業用施設の維持管理に
要する経費

農政課
042-769-8239

農道等維持補修費
農道、農業用水路等の農業用施設の維持補修に
要する経費

農政課
042-769-8239

農道等整備事業
農道、水路等の整備及び今後の農道等整備事業
に係る調査に要する経費

農政課
042-769-8239

農業資源活用事業

協働事業提案制度により、市民（提案団体）と市
が役割分担し、協働して農業資源による地域振
興を図るとともに、若年無業者等の自立支援を行
う経費

協働事業提案制度終了後に実施団体が事業を継続できるよう、運営体
制について改善・効率化を促す。

津久井地域経済
課
042-780-1401

農道等維持管理費 津久井地域の農道等の維持管理に要する経費
津久井地域経済
課
042-780-1401

農道等維持補修費 津久井地域の農道等の維持補修に要する経費
津久井地域経済
課
042-780-1401

農道等整備事業 道志新田農道の整備等に係る経費
作成予定の相模原市農業振興地域整備計画に基づき、計画的に事業
実施をしていく必要があることから、改善・効率化の視点を踏まえた取
組としていく。

津久井地域経済
課
042-780-1401

津久井産材製キ
エーロ開発・普及
モデル事業

協働事業提案制度により、市民（提案団体）と市
が役割分担し、協働して津久井産材製の生ごみ
処理機の普及に係る事業を行う経費

協働事業提案制度終了後に実施団体が事業を継続できるよう、改善・
効率化を促す。

津久井地域経済
課
042-780-1401

森林活用モデル検
討事業

協働事業提案制度により、市民（提案団体）と市
が役割分担し、協働して「（仮称）相模原市市民の
森」について、活用を検討する経費

（仮称）相模原市市民の森のソフト展開となるものであり、協働事業提案
制度終了後の持続可能な事業の運営体制等について、検討する。

津久井地域経済
課
042-780-1401

林道維持管理費 林道の維持管理に要する経費 計画的な修繕について検討を行う。
津久井地域経済
課
042-780-1401

林道整備事業 林道の整備事業に要する経費 計画的な林道整備について検討を行う。
津久井地域経済
課
042-780-1401

観光案内所等運営
事業

相模湖及び藤野観光案内所の管理運営に係る
経費

地域観光振興対策として、持続可能な運営体制に向け検討する。
津久井地域経済
課
042-780-1401

観光施設維持管理
費

青根緑の休暇村いやしの湯等の観光施設の管
理運営に要する経費

周辺施設との差別化を図り、利用者の増加による安定した運営に向け
検討する。

津久井地域経済
課
042-780-1401

限られた予算の中で効率的・効果的に事業を実施するため、整備の優
先順位を設けて対応する。

限られた予算の中で効率的・効果的に事業を実施するため、修繕から
更新へ事業転換を図る。
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事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

相模湖記念館運営
事業費

相模湖記念館の管理運営に要する経費
委託料の見直しを図るとともに、展示設備の更新時に、展示方法や展
示内容を変更し、維持管理費の削減を図る。

津久井地域経済
課
042-780-1401

東海自然歩道管理
費

神奈川県と本市が長距離自然歩道の管理業務
について締結した協定に基づき行う、東海自然歩
道の整備に要する経費

津久井地域経済
課
042-780-1401

首都圏自然歩道管
理費

神奈川県と本市が長距離自然歩道の管理業務
について締結した協定に基づき行う、東海自然歩
道の整備に要する経費

津久井地域経済
課
042-780-1401

次世代クリーンエ
ネルギー自動車等
導入経費

公用車として導入している燃料電池自動車のリー
スに係る経費

車両普及に向け更なる有効活用を図る。
環境政策課
042-769-8240

一般事務費
（環境保全費）

環境政策課所管事務に要する事務費及び部内
の事務用消耗品等の執行に要する経費のほか、
九都県市首脳会議環境問題対策委員会等に係
る経費

毎月のエネルギー使用量等を各所属で入力し、そのデータを全庁集計
するためのシステムを運用していたが、リース期間満了に伴い運用等
の見直しを行い、経費の削減を図る。

環境政策課
042-769-8240

環境等調査測定費
（防災対策事業）

市内における放射線量等について測定を行い、
市民へ情報提供を行う。また、放射線測定器の
管理を行う経費

福島第一原子力発電所の廃炉作業の動向及び空間放射線量率のモニ
タリングの結果が暫定基準値よりも十分に低い水準で継続的に安定し
ている状況であることを前提に、調査頻度の見直し（年４回→２回）、複
数年度計画（単年度で２９区画→２か年度で２９区画）への移行等を含
め、経費の削減を検討する。

環境保全課
042-769-8241

環境指導啓発費
（環境保全課分）

公害法令、神奈川県生活環境の保全等に関する
条例等に基づき、工場・事業場等へ環境保全に
係る指導及び啓発を実施する経費のほか、九都
県市大気保全専門部会に要する経費

九都県市大気保全専門部会の負担金について、平成３０年度は他都県
市と協議した結果、据え置くこととなったが、平成３１年度以降について
は、執行状況を踏まえ検討を継続する。

環境保全課
042-769-8241

都市緑化啓発事業

都市化の進展に伴い、市街化した地域では身近
なみどりが減少しているため、既存の公共施設の
緑化を進めることにより、都市環境の改善と魅力
の向上を図る経費

国庫補助を受け実施している事業であり、事業計画（計画期間：平成２
６年度～平成３０年度）を策定しているが、当該事業による後年度の負
担を鑑み、平成３１年度以後の事業展開を検討する。

水みどり環境課
042-769-8242

緑地等維持管理費
（水みどり環境課）

相模原近郊緑地特別保全地区等市が管理する
緑地や相模川散策路及び施設等の維持管理を
行う経費

緑地の管理の在り方及び管理のマニュアルを平成３０年度末までに策
定する予定である。その検討に当たっては、費用負担の面を考慮に入
れる。

水みどり環境課
042-769-8242

公園等維持管理費
（公園課）

都市公園の維持管理に係る経費（指定管理経費
を除く。）

公園課
042-769-8243

公園等維持補修費
（公園課）

都市公園の維持補修に係る経費
公園課
042-769-8243

緑地等維持管理費
城山・津久井地区内の公共緑地（若葉台緑地、水
源緑地、金丸斜面緑地及び又野緑地）の維持管
理を実施するための経費

発注形態の効率化や専門家による樹木判定導入など効果的・効率的な
維持管理の在り方を検討する。また、関係課とともに、緑地管理マニュ
アルを策定し、事業を実施する。

津久井地域環境
課
042-780-1404

相模川沿岸施設等
活用事業

相模川及び相模川の支流である道志川の沿岸施
設の保全活用を図るための経費

沿岸施設であるトイレや駐車場の単体管理ではなく設置距離や業務量
等を考慮し広域的な管理体系及び観光トイレとしての位置付け等を検
討する。

津久井地域環境
課
042-780-1404

ごみ収集車両購入
費

ごみ収集車両の更新に係る経費
平成３１年度からのごみ収集業務の委託拡大により、直営の収集車両
を１２台減らし３１台稼働とすることで、車両の更新台数を減少させる。

廃棄物政策課
042-769-8336

美化推進費 美化推進に関する事業を行うための経費

現在ポイ捨て禁止重点地区内の巡回パトロールは、資源の持ち去り対
策を担当する県警ＯＢの嘱託職員２名が持ち去り防止パトロール業務
終了後に行っており、巡回エリアが広域である上、年間約１８０件の市
民通報があり、警察へ告発をするための禁止命令書の交付など、強い
指導を必要とすることから、他のパトロールと統合することは困難であ
る。ただし、ポイ捨てパトロールは、重点地区が重なることから路上喫煙
防止指導員等他のパトロールと統合を検討する余地はあるが、統合す
るためには身分や権限等について、他の条例との整合を図る必要があ
る。

資源循環推進課
042-769-8334

循環型社会普及啓
発事業

循環型社会の形成に向け、４Ｒ推進の市民意識
を啓発するため、情報提供や啓発活動を行うとと
もに、ごみの減量化、資源化に対する取組を促進
するための経費

現在の相模原市一般廃棄物処理基本計画は平成３０年度までの計画
であり、平成３１年度からの新たな相模原市一般廃棄物処理基本計画
策定と平行して、資源循環型社会の形成に向けた市民意識の醸成を図
るための目標値の設定及び目標達成のための啓発手法について検討
する。

資源循環推進課
042-769-8334

公衆トイレ維持管
理費

駅前公衆トイレの維持管理に要する経費 類似する事業の統合など事業の効率化を検討する。
清掃施設課
042-769-8246

高尾山に直結する観光資源として重要であることから、担当窓口の集
約や、協働による効率化を図るため、関係機関と調整する。

維持補修の業務エリアの集約化による事業費の削減効果を検証すると
ともに、都市公園の適正利用を推進するために公園駐車場の運営方法
等の在り方について検討を行う。見直しを実施し、適正な維持管理等を
今後も推進する。
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ごみ収集車両維持
管理費

ごみ収集車両の維持管理に係る経費

平成３１年度からのごみ収集業務の委託拡大により、収集車両を６台削
減することで、収集車両の燃料費や点検整備、修繕等にかかる経費を
削減する。平成３１年１０月からの委託拡大のため、平成３１年度の削
減の効果額は半分程度となる。

麻溝台環境事業
所
042-747-1241

ごみ収集業務経費
ごみ収集作業用消耗品及び、環境事業所管内の
夜間収集運搬業務委託などに要する経費

平成３１年１０月からごみ収集業務の委託を３０％から５０％に拡大す
る。

麻溝台環境事業
所
042-747-1241

ごみ収集車両維持
管理費

ごみ収集車両の維持管理に係る経費

平成３１年度からのごみ収集業務の委託拡大により、収集車両を６台削
減することで、収集車両の燃料費や点検整備、修繕等にかかる経費を
削減する。平成３１年１０月からの委託拡大のため、平成３１年度の削
減の効果額は半分程度となる。

橋本台環境事業
所
042-772-0218

ごみ収集業務経費
ごみ収集作業用消耗品及び、環境事業所管内の
夜間収集運搬業務委託などに要する経費

平成３１年１０月からごみ収集業務の委託を３０％から５０％に拡大す
る。

橋本台環境事業
所
042-772-0218

し尿処理手数料徴
収経費

し尿処理手数料を賦課徴収するための経費
相模台収集事務
所
042-742-0042

し尿収集車両維持
管理費

し尿収集車両の維持管理に要する経費
相模台収集事務
所
042-742-0042

不法投棄対策事業

津久井地域における不法投棄防止対策として、
不法投棄防止パトロール、監視カメラの設置及び
市民団体とのパートナーシップ協定の締結等を実
施するための経費

不法投棄監視カメラの設置においては設置箇所の精査を行い、効率的
な運用に努めているが、今後は、再リース等を検討し、経費削減に努め
ていく。

津久井クリーンセ
ンター
042-784-2711

技術監理課職場研
修費

社会経済情勢の変化に即応し、先進的な施策を
着実に展開できる能力を持った政令指定都市に
相応しい技術職員の育成を目指し、個々の資質
の向上及び組織の活性化を図ることを目的とする
職場研修の実施に係る経費

技術監理課
042-769-9256

道路部職場研修費
道路部職員の専門的な技術・知識の習得により、
職員の資質向上を図るため、職場研修を実施す
るための経費

道路計画課
042-769-8373

都市計画基本図等
作成委託

都市計画決定に基づき、都市計画図等の修正を
行うとともに、都市計画基本図（デジタルマップ）
の更新を定期的に行うための経費

地形図・都市計画総括図の販売方法等について検討する。
都市計画課
042-769-8247

区域区分界等調査
測量委託

市街化区域及び市街化調整区域の境界につい
て、現地を測量し境界を明確にするための経費

都市計画境界調査については、実施していない自治体もあることから、
調査の在り方も含め検討する。また、手数料の徴収についても検討す
る。

都市計画課
042-769-8247

街づくり活動推進
事業

地域の特性を生かした魅力ある街づくりのため、
市民主体による街づくり活動の啓発及び支援を
行い、市民、開発業者及び市の三者の協働によ
る街づくりを推進するための経費

都市計画課
042-769-8247

一般事務費
（都市計画総務費）

まちづくり事業に係る事務経費
都市整備課
042-769-8259

都市計画基礎調査

都市計画区域について概ね５年ごとに、人口規
模、産業分類別の就業人口の規模、市街地の面
積、土地利用、交通量その他省令で定める事項
に関する都市の現況及び将来の見通しについて
調査を行うための経費

民間データの活用や調査結果の有効活用について、検討する。
都市計画課
042-769-8247

民間住宅施策推進
事業

民間住宅施策の推進に要する経費
サービス付高齢者向け住宅の登録について手数料の徴収を検討する。
高齢者住まい探し相談会については、相談体制等の効果的な在り方に
ついて検討する。

建築・住まい政策
課
042-769-9252

耐震化支援事業
協働事業提案制度により、市民（提案団体）と市
が役割分担し協働して事業を行う。（耐震化支援
事業）

協働提案事業期間終了後の実施団体主体の自主的な事業展開となる
よう検討する。

建築・住まい政策
課
042-769-8252

生活交通確保事業

神奈川県生活交通確保対策地域協議会におけ
る協議結果に基づき、津久井地域における生活
交通バス路線（６路線８系統）を維持確保するた
めの経費

バスの生活交通維持確保路線については、国庫補助要綱改正にあわ
せて、本市の「見直し検討基準」の設定値が適当であるか検証する。

交通政策課
042-769-8249

都市計画課の所管する「街づくりアドバイザー」と都市整備課が所管す
る「まちづくりアドバイザー」について、は「街づくりアドバイザー」への統
合の検討と制度の在り方について見直しを進め、新たな制度を検討す
る。

用地・補償課、まちづくり計画部、広域交流拠点推進部、まちづくり事業
部及び道路部（事務職員の技術関連に係るものを含む）の派遣研修に
ついては、技術監理課に集約することで、研修の一元管理を行う。
また、講師を招いて行う研修についても、内容を精査した上で、技術監
理課に集約するものと各部が担うものについて、整理する。

・し尿処理手数料の見直しを検討していく。
・し尿・浄化槽の収集運搬体制の見直しを検討していく。
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事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

生活交通確保対策
補助金（債務負担
行為）

神奈川県生活交通確保対策地域協議会におけ
る協議結果に基づき、国及び県とともに、津久井
地域における生活交通バス路線（３路線３系統）
を維持確保するための経費

バスの生活交通維持確保路線については、国庫補助要綱改正にあわ
せて、本市の「見直し検討基準」の設定値が適当であるか検証する。

交通政策課
042-769-8249

乗合タクシー運行
事業

津久井地域の交通空白地区等における移動制
約者の生活交通の確保を図るため、根小屋地
区、内郷地区、牧野地区及び吉野・与瀬地区に
おいて乗合タクシーの運行を行うための経費

交通政策課
042-769-8249

乗合タクシー運行
事業（債務負担行
為）

津久井地域の交通空白地区等における移動制
約者の生活交通の確保を図るため、根小屋地
区、内郷地区、牧野地区及び吉野・与瀬地区に
おいて乗合タクシーの運行を行うための経費

交通政策課
042-769-8249

借上型市営住宅施
設管理事務費

借上型市営住宅の入居者管理等に要する経費
借上型市営住宅の今後の在り方については、次期総合計画に合わせ
て策定を予定している住宅基本計画において、民間住宅施策を含めた
本市の住宅施策全般を検討する中で整理する。

市営住宅課
042-769-8256

指定管理経費（債
務負担行為）

市営住宅の指定管理者への委託に要する経費
次期指定管理者の公募において、より民間の創意工夫による提案を受
入れる仕様とし、管理費を抑えることで修繕費を確保する。

市営住宅課
042-769-8256

一般事務費
（道路橋りょう総務
費）

道路管理等業務に要する事務経費
道路用地保険をはじめ、庁内各課で個々に加入している公共施設の損
害賠償保険の一括加入について検討する。

路政課
042-769-8359

都市計画道路整備
事業（箇所指定）
（市内一円）

都市計画道路の整備に要する経費
国庫補助金の確保に努めるとともに、事業認可を取得し、先行取得用
地の補償費についても国庫補助対象となるよう、財源の確保を行う。ま
た、道路用地の先行取得について、取得時期や規模の見直しを図る。

道路整備課
042-769-9264

道路改良事業（箇
所指定）（市内一
円）（債務負担行
為）（継続事業本年
度支出額）

道路改良事業に要する経費
市道新戸相武台道路改良事業は、整備スケジュール・整備手法を見直
し、国庫補助金の確保に努める。また、道路用地の先行取得について、
取得時期や規模の見直しを図る。

道路整備課
津久井土木事務所
緑土木事務所
中央土木事務所
南土木事務所

042-769-9264
（道路整備課）

道路境界整備事業
道路境界確定図面（道路台帳図）の整備、補正を
行うための経費

緑土木事務所
路政課
津久井土木事務所
中央土木事務所
南土木事務所

042-775-8817
（緑土木事務所）

道路境界確定事業
道路境界協議の申請に基づき実施する道路境界
確定に要する経費

緑土木事務所
津久井土木事務所
中央土木事務所
南土木事務所

042-775-8817
（緑土木事務所）

駅舎自由通路等維
持管理費

市が所管する駅舎自由通路等の維持管理を行う
ための経費

目的が類似した業務を集約することは、事業費の削減に一定の効果が
あると思われるので、集約する事業や方法等について、検討を進める。
また、単に事業費だけの集約では、各所属がそれぞれの施設の管理能
力を維持しなければならないため、所管の変更等も視野に検討する。

交通政策課
042-769-8249

駅周辺施設維持管
理費
（都市整備課分）

橋本駅北口自由通路、相模原駅南北自由通路、
相模大野駅西側地区東西自由通路の維持管理
に要する経費

目的が類似した業務を集約することは、事業費の削減に一定の効果が
あると思われるので、集約する事業や方法等について、検討を進める。
また、単に事業費だけの集約では、各所属がそれぞれの施設の管理能
力を維持しなければならないため、所管の変更等も視野に検討する。

都市整備課
042-769-8259

青根簡易水道事業
運営費（特別会計）

青根簡易水道の給水区域への安全で良質な水
道水の安定供給のための適切な管理運営を行う
ための経費

施設の老朽化に伴う修繕費の増加や基金の枯渇、公平な受益者負担
の観点から、青根簡易水道に係る料金体系について、定額制から従量
制への料金改定に向け取組を進める。

津久井土木事務
所
042-687-5512

藤野簡易水道事業
運営費（特別会計）

藤野簡易水道の給水区域への安全で良質な水
道水の安定供給のための適切な管理運営を行う
ための経費

県営水道との統合（未定）や公営企業会計への移行（Ｈ３２）に向け取組
を進める。

津久井土木事務
所
042-687-5512

庁用自動車維持管
理費
（城山まちづくりセ
ンター）

庁用自動車の維持管理に要する経費

既に、保有台数から軽貨物１台を削減しており、その中、現在、城山総
合事務所周辺の公共施設再編の検討を進めており、それにより、施設
内所管課も変更が生じることから、再編後、稼働率を踏まえながら見直
しの方向性を検討する。

城山まちづくりセン
ター
042-783-8115

牧野地区については、乗合タクシーの実証運行の検証結果を踏まえ、
新たな公共交通の検討を行い、路線バス等を含めた地域公共交通の
再編を行う。

道路台帳の整備（電子化）を進めるとともに、道路台帳システムへの取
り込み作業の効率化を検討する。
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事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

庁用自動車維持管
理費
（津久井まちづくり
センター）

庁用自動車の維持管理に要する経費

総合事務所の車両は、従来からリース車両の台数を減らすなど、必要
最小限の台数となるよう精査してきたところではあるが、今後も全台数
の稼動率を検証し、維持管理費を踏まえて必要最小限の台数となるよ
う、定期的に見直しを図る。

津久井まちづくり
センター
042-780-1402

庁用自動車維持管
理費
（相模湖まちづくり
センター）

庁用自動車の維持管理に要する経費

総合事務所の車両は、従来からリース車両の台数を減らすなど、必要
最小限の台数となるよう精査してきたところではあるが、今後も全台数
の稼動率を検証し、維持管理費を踏まえて必要最小限の台数となるよ
う、定期的に見直しを図る。

相模湖まちづくり
センター
042-684-3212

観光宣伝事業費 地域観光の宣伝に係る経費

津久井地域の観光マップは、「あしたさがみはら」のほか、「津久井湖周
辺散策マップ」、「相模湖・藤野エリア観光ガイドマップ」、「藤野芸術の
道」など類似するガイドマップが複数あることから、ニーズや効果を検証
し、効率性の視点で集約化を含めて検討する。
また、ガイドには、有料広告の掲載や観光協会ＨＰ等のＱＲコードを掲
載するなど、利便性を高める工夫を図る。

相模湖まちづくり
センター
042-684-3212

小原の郷管理運営
費

小原の郷の管理運営に要する経費
小原の郷や小原宿本陣など地域資源の一体的な有効活用や担い手に
ついて、対話型のサウンディング調査を実施するなど、効率的・効果的
な事業手法を検討する。

相模湖まちづくり
センター
042-684-3212

小原宿活性化推進
事業

小原地域の資源を有効活用するとともに、小原宿
の活性化に向けた計画策定等に要する経費

小原地域の資源の一体的な有効活用について、Ｈ３１年度以降の新た
な小原宿活性化計画の策定に向けて対話型のサウンディング調査を実
施するなど、周遊性を高める効率的・効果的な事業手法の検討を推進
する。また、Ｈ３１年度以降の「新たな小原宿活性化計画」は、現計画に
基づく取組状況を確認しつつ、成果や課題を検証し、今後の取組に生
かすとともに、新たな計画の必要性をよく検討し、「新たな観光振興計
画」と一体的に見直す。

相模湖まちづくり
センター
042-684-3212

緑区合同庁舎維持
管理費

緑区合同庁舎を安全・快適且つ衛生的に保ち、
市民の利便性の向上を図るための経費

隣接施設（サン・エールさがみはら）の利用状況や影響などに配慮しつ
つ、本庁舎周辺の実績などを参考に駐車場の運営方法等の在り方につ
いて検討する。既に設置している有料広告看板（２箇所）や飲料自動販
売機（３箇所）など、引き続き、設置（増設）が可能か検討を進める。

緑区役所区政策
課
042-775-8802

区民会議運営経費
区のまちづくりについて話し合う附属機関である
区民会議を運営するための経費（３区共通）

委員の任期満了を見据え、委員構成及び委員数について見直しの検
討を進める。

緑区役所区政策
課
042-775-8802

まちづくりセンター
等維持管理費

まちづくりセンター及び連絡所の施設・設備の維
持管理を行うための経費

「相模原市がんばる中小企業を応援する条例」との整合を図りながら、
清掃業務委託、警備業務委託について、一括発注を検討する。

中央区役所区政
策課
042-769-9802

まちづくりセンター
等維持補修費

まちづくりセンター及び連絡所の維持補修を行う
ための経費

施設維持補修業務については、施設維持管理業務も含めた包括的な
委託が考えられるが、「相模原市がんばる中小企業を応援する条例」と
の整合を考えると、包括的に発注することは困難であることから、契約
手法（業者選定等）について見直しを行うことでコスト削減を図る。

中央区役所区政
策課
042-769-9802

まちづくりセンター
等維持管理費

南区役所所管の６まちづくりセンター及び３連絡
所の施設・設備の維持管理を行うための経費

「相模原市がんばる中小企業を応援する条例」の趣旨も踏まえ、施設維
持管理業務の見直しを行い、包括的に委託することを検討する。

南区役所区政策
課
042-749-2134

南区合同庁舎維持
管理費

南区合同庁舎の施設維持管理に係る経費

「相模原市がんばる中小企業を応援する条例」の趣旨も踏まえ、施設維
持管理業務の見直しを行い、包括的に委託することを検討する。
広告収入を見込むために、有料広告看板の設置の検討を進める。ま
た、本庁舎周辺の実績などを参考に駐車場の運営方法等の在り方につ
いて検討する。

南区役所区政策
課
042-749-2134

区民会議運営経費
区のまちづくりについて話し合う附属機関である
区民会議を運営するための経費（３区共通）

第５期区民会議（平成３０年７月～）に向けて委員数や委員の選出方法
と議事録作成について見直しを検討する。

南区役所区政策
課
042-749-2134

市民大学等実施経
費

社会が抱える諸課題と市民の学習欲求に的確に
対応するため、高等教育機関との共催により、相
模原・町田大学地域コンソーシアムと連携しなが
ら市民大学を開講し、学習機会の充実を図る。併
せて地域の研究機関と連携して公開講座を開催
する。

その他類似事業との整理を含め、事業の在り方について検討する。
生涯学習センター
042-756-3443

学習活動支援費
視覚障害者向けパソコン講座の開催や、市民へ
の貸出用パソコン・総合学習センターパソコン
ルームコンピュータ機器の維持管理に係る経費

平成３１年６月のＰＣ機器賃貸借契約満了時に、閲覧用ＰＣは廃止す
る。貸出用ＰＣは引き続き賃貸借契約を行っていく。

生涯学習センター
042-756-3443

災害共済負担金等
経費（小学校費）

児童の学校管理下の事故に関して、治療費等の
保護者負担の軽減を図るため、独立行政法人日
本スポーツ振興センターの災害共済給付制度等
に加入するための経費

災害共済給付制度における共済掛金について、適正な負担の在り方に
ついて検討する。

学校保健課
042-851-3106
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事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

災害共済負担金等
経費（中学校費）

生徒の学校管理下の事故に関して、治療費等の
保護者負担の軽減を図るため、独立行政法人日
本スポーツ振興センターの災害共済給付制度等
に加入するための経費

災害共済給付制度における共済掛金について、適正な負担の在り方に
ついて検討する。

学校保健課
042-851-3106

施設運営費（上溝
学校給食センター）

給食運営に必要な経費（委託料・電気料）
３センター共通業務について契約事務の集約化を検討する。電気料の
支払いについては、新電力導入の可否を検討する。

上溝学校給食セン
ター
042-786-2022

施設維持管理費
（上溝学校給食セ
ンター）

学校給食センターの施設を良好に維持・運営する
ため、諸設備の運転、保守、清掃、検査等の業務
を委託し、施設の維持管理を行うための経費

入札契約事務の集約化等、事務作業の効率化を検討する。
上溝学校給食セン
ター
042-786-2022

施設運営費（城山
学校給食センター）

給食運営に必要な経費（委託料・電気料）
３センター共通業務について契約事務の集約化を検討する。電気料の
支払いについては、新電力導入の可否を検討する。

城山学校給食セン
ター
042-782-3094

施設維持管理費
（城山学校給食セ
ンター）

学校給食センターの施設を良好に維持・運営する
ため、諸設備の運転、保守、清掃、検査等の業務
を委託し、施設の維持管理を行うための経費

入札契約事務の集約化等、事務作業の効率化を検討する。
城山学校給食セン
ター
042-782-3094

施設運営費
（津久井学校給食
センター）

給食運営に必要な経費（委託料・電気料）
３センター共通業務について契約事務の集約化を検討する。電気料の
支払いについては、新電力導入の可否を検討する。

津久井学校給食
センター
042-784-0522

施設維持管理費
（津久井学校給食
センター）

学校給食センターの施設を良好に維持・運営する
ため、諸設備の運転、保守、清掃、検査等の業務
を委託し、施設の維持管理を行うための経費

入札契約事務の集約化等、事務作業の効率化を検討する。
津久井学校給食
センター
042-784-0522

課題研究推進事業

市及び各学校における教育課題について研究、
課題解明を行い、教育研究活動全体の充実発展
を図るため、小・中学校へ事業委託を行うための
経費

平成３１年度までに実施方法について検討・整理し、平成３２年度から
新たな方法により実施する。

学校教育課
042-769-8284

さがみ風っ子文化
祭事業

相模原市の特色ある教育活動の一環として、日
ごろの学習活動の成果を発表することで、児童・
生徒の豊かな人間性や社会性を育成するための
経費

さがみ風っ子文化祭運営委員会とともに、今後の開催方法について検
討する。

学校教育課
042-769-8284

部活動技術指導者
派遣事業

指導者不足に起因する中学校部活動の沈滞化を
防ぐために、地域の人材等による技術指導者を
派遣するための経費

外部指導員導入の方法について検討する。
学校教育課
042-769-8284

教職員衛生管理経
費

労働安全衛生法、学校保健法に基づき、教職員
の健康管理を組織的・効果的に行うことにより、
心身の健康の保持・増進を図るための経費

職員定期健康診断事業（職員厚生課）との統合については、健診方法
や回数、発注手法の集約一元化等を検討し、経費削減や事務の合理
化が図られるよう、様々な視点による事務事業の見直しの方向性を検
討していく。

教職員給与厚生
課
042-851-3152

相模川ビレッジ若
あゆ（野外体験教
室管理運営費）

相模川自然の村野外体験教室（相模川ビレッジ
若あゆ）の維持管理に要する経費

相模川自然の村
野外体験教室
042-760-5445

指定管理経費（債
務負担行為）

相模川自然の村野外体験教室（相模川ビレッジ
若あゆ）の指定管理にかかる経費

相模川自然の村
野外体験教室
042-760-5445

生涯学習ルーム運
営費

市立小中学校の一時的余裕教室や特別教室を
地域の身近な生涯学習の場として活用する生涯
学習ルームの管理運営費

生涯学習ルームの管理運営方法等事業の在り方について学校施設を
活用した他の事業とともに検討する。

生涯学習課
042-769-8286

文化財保護管理費 文化財施設の維持管理・運営に要する経費
公民連携による文化財の保存と活用を有効的に行うためのアイデアや
実現可能性を探るため、サウンディング調査を実施する。

文化財保護課
042-769-8371

学校体育施設等開
放経費

地域の社会体育の振興を図るため、市立小中学
校等の体育施設（学校屋外運動場の夜間照明を
除く。）を学校教育上支障のない範囲で市民の利
用に供する経費

スポーツ課
042-769-8288

学校屋外運動場夜
間開放経費

地域の社会体育の振興を図るため設置した学校
屋外運動場夜間照明設備を市民の利用に供する
経費

スポーツ課
042-769-8288

各種体育大会等実
施事業

市民の体力づくりとスポーツ技術の向上を図るた
め、各種体育事業の実施及び各種大会への相模
原市代表選手を派遣するための経費

各種大会の参加者負担等事業の在り方について検討する。
スポーツ課
042-769-9245

スポーツ広場等維
持管理費

スポーツ広場、多目的グラウンド、屋外プール、
ジョギングコース等の維持管理に係る経費

スポーツ広場の管理運営方法等事業の在り方について検討する。
スポーツ課
042-769-8288

学校体育施設の開放に当たっての管理運営方法等事業の在り方につ
いて検討する。

施設の設置目的に沿った適切な管理運営が図れるよう、平成３１年度
以降の指定管理者の業務範囲を検討する。
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事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

プラネタリウム事
業経費

プラネタリウム及び全天周映画の投影等にかか
る経費

今後の契約については、新たな契約方法を検討する。
博物館
042-750-8030

施設維持管理費
（博物館費）

博物館などの施設維持管理に係る経費 新電力の導入について検討する。
博物館
042-750-8030

相模原市史編さん
費

相模原市史続編を平成２９年度までに全１０巻を
刊行するための経費

博物館
042-750-8030

津久井町史編さん
費

津久井町史を平成２９年度までに全８巻を刊行す
るための経費

博物館
042-750-8030

職員任用経費
地方公務員法の規定に基づく職員の採用等に要
する経費

就職市場の情勢の変化に応じて、採用試験のＰＲ方法や実施方法を随
時見直し、更なる効率化を図る。

人事委員会事務
局
042-769-9810

火災予防事業費

火災の発生を防ぐとともに、火災による被害を軽
減するため、火災予防思想の啓発、住宅防火対
策、少年少女に対する防火教育など火災予防の
推進を図る経費

事業所が実施する消防訓練について、消防隊等が当番勤務中に指導
する体制から、より事業所の自立性や防災力の向上を図るため、法令
で規定されているとおり事業所で選任されている防火管理者等が主体
的に指導する体制に見直しを図る。

予防課
042-751-9117

一般事務費
（常備消防費）

火災予防査察業務、火災原因調査業務等の充実
を図り、火災予防行政を推進する経費

防火対象物や危険物施設への立入検査の実施回数や方法等について
検討する。

予防課
042-751-9117

市単独分
（消防水利整備費）

消防水利の基準等に基づき、消防水利を整備す
るとともに、地権者からの要望により防火水槽を
解体する。また、津久井地域に消火栓ホース格
納箱を整備するための経費

津久井地域の消火栓ホース格納箱について、地域性及び必要性を考
慮し、維持管理方法について、消防力整備計画の策定に併せ検討す
る。

警防課
042-751-9141

平成３１年度以降、市史編さん班は解散し、引き続き市史・町史編さん
で収集した資料やデータを整理保管する。今後の市史編さん事業の在
り方については、市史編さん審議会（市長の附属機関）の意見等を踏ま
え検討する。

13



補助金の見直し（案）一覧　　※平成３１年度までに検討する事業

事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

大学地域連携事業
大学地域連携組織「相模原・町田大学地域コン
ソーシアム」に参加し、大学と地域の連携によるま
ちづくりを推進するための経費

相模原・町田大学地域コンソーシアムの自主自立性を高めるため、Ｈ２
８年度に補助金の見直しを行い、Ｈ２９年度から段階的に減額し、Ｈ３１
年度で廃止する。

市民協働推進課
042-769-9225

文化行政推進費
さがみはら文化芸術イベントガイドの発行、各種
事業開催に伴う公共施設使用料等に要する経費

フォトシティさがみはら事業については、協賛者の更なる勧誘など新た
な財源の確保に努める。また、文化芸術事業ガイドブックについては、
有料広告の掲載など、経費削減に向けて検討する。

文化振興課
042-769-8202

市民文化祭経費
市民文化の振興を図るため、市民の文化活動の
成果を発表する場として市民文化祭を開催するた
めの経費

あじさい大学における芸術文化に関連するＯＢサークル等との連携によ
る実施事業の充実など、限られた予算でより効果的、効率的な事業運
営ができるよう検討を行うとともに、財源確保についても併せて検討す
る。

文化振興課
042-769-8202

音楽等振興事業費

音楽等の振興を図るため、音楽団体等の活動を
支援するとともに、市民に音楽鑑賞の機会を提供
するため、街かどコンサート等の事業を実施する
経費

市民合同演奏会については、あじさい大学のＯＢサークルや各公民館
で活動する団体への周知等により、新たな参加者の確保を進めるととも
に、財源確保について検討する。

文化振興課
042-769-8202

休日急病医科診療
事業

休日における急病患者に対する医療を確保する
ため、市内３か所のメディカルセンターで実施する
休日急病医科診療事業の支援に要する経費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

休日夜間急患調剤
事業

休日及び夜間における急病患者に対する調剤・
投薬を確保するため、市内３か所のメディカル調
剤薬局で実施する急患調剤事業の支援に要する
経費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

外科系救急医療体
制支援事業

土曜日・休日及び夜間における外科系の急病患
者に対する医療を確保するため、外科系医等を
配置した病院で実施する外科系救急医療体制支
援事業の支援に要する経費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

津久井地域急病診
療事業

平日・土曜日の夜間及び休日における津久井地
域の急病患者に対する医療を確保するため、相
模原西メディカルセンターで実施する津久井地域
急病診療事業の支援に要する経費

補助事業と委託事業の事業形態の整理のほか、医療需要の変動に対
応しやすい急病診療事業全体の在り方について、医療関係団体等と協
議を進め、調整が整い次第決定する。

地域医療課
042-769-9230

敬老事業補助金

高齢者の長寿を祝うとともに、多年にわたり社会
に貢献されたことに感謝し、その労をねぎらうた
め、各地区で特色を生かして実施する敬老事業
に対する補助に係る経費

関係団体の意見等を伺いながら、敬老訪問経費、敬老祝金等支給費と
併せた敬老事業の全体的な見直しの中で、補助額も含め、今後の事業
の在り方を検討する。

高齢政策課
042-769-8354

在宅ケア連携事業

在宅療養者への適切な地域医療の提供及び保
健、福祉との有機的連携について検討するととも
に在宅療養者に係る相談等を実施する事業に対
する補助に係る経費

市民や医療・介護従事者への相談支援などを行う在宅医療・介護連携
推進事業と関連性があることから、統合について検討する。

地域保健課
042-769-9241

コミュニティ保育促
進事業

地域・家庭への子育て支援を進めるため、保育す
る親子の交流活動を行うコミュニティ保育グルー
プに助成する経費

公立保育所による活動支援は継続しつつ、補助対象経費や補助額の
見直しを検討する。

保育課
042-769-8340

企業誘致等推進事
業

産業集積基盤の形成を図るため、新規立地する
企業や工場を新・増設する市内企業、工業用地を
継承した地権者等に対して奨励金の交付等を行
うとともに、中小企業等施設整備特別融資制度に
基づき資金の預託、利子補給などを行う経費

さがみはら産業集積促進方策については、製造業を中心とした誘致制
度でＨ３１年度までの適用期限となっているが、今後も経済振興施策等
の今後の展開を戦略的に深化・発展させていく必要があり、製造業に加
え、金融業や保険業などの業務系企業やその他産業に係る企業を含む
市全体の新たな企業誘致制度について検討していく必要がある。なお、
この検討においては、「施設整備等奨励金」、「雇用奨励金」を始めとし
た奨励措置や「ステップ融資制度」など制度全体について検討し、財政
負担や費用対効果を十分に検証した制度設計を実施する。

産業政策課
042-769-8237

中小規模事業者省
エネルギー対策等
推進事業

地球温暖化対策推進条例に基づき、中小規模事
業者が取り組む省エネルギー対策に対する支援
を実施する経費

事業者の省エネ対策に関する支援事業については、市域の温室効果ガ
スの削減に寄与しており、削減目標達成に向け継続して事業を実施す
る必要がある。なお、今後の社会動向や他政令市の状況を踏まえて事
業規模等の見直しを検討する。

環境政策課
042-769-8240

保存樹林・樹木保
全事業

市街地における貴重な樹林及び樹木を保全する
ため、その所有者と協定を結び、樹木の診断や
治療、樹林及び樹木の剪定費用を助成する等所
有者への支援を行うことにより、良好な環境の維
持を図る経費

相模原市緑化条例の改正の検討に合わせ、他の緑地制度との整合を
図るほか、それらの制度への移行等について検討する。検討に当たっ
ては、費用負担の面を考慮に入れる。

水みどり環境課
042-769-8242

浄化槽清掃助成事
業

旧相模原市の区域と津久井地域の浄化槽管理
者の市民負担等の均衡を図るため、浄化槽清掃
補助金を交付するための経費

し尿・浄化槽の収集運搬体制を見直し、適正な浄化槽清掃助成の在り
方について検討する。

津久井クリーンセ
ンター
042-784-2711

別紙２
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市単独事業の扶助費等の見直し（案）一覧　　※平成３１年度までに検討する事業

事 業 名 事　業　概　要 精 査 ・ 見 直 し の 方 向 性 所 属

利用者負担助成
（障害児者介護給
付費等）

介護給付費等の支給決定を受けた者を対象に利
用者負担額の一部を助成するための経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

在宅重度障害者支
援金

在宅の重度障害者の日ごろの労苦をねぎらうこと
を目的に支援金を支給するための経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

市重度障害者等福
祉手当

重度障害者等の福祉の増進を図ることを目的に
手当を支給するための経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

自動車燃料費助成
障害者の社会参加及び生活圏の拡大を促進する
ことを目的に、自動車燃料費を助成するための経
費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

福祉タクシー利用
料助成

障害者の社会参加及び生活圏の拡大を促進する
ことを目的に、タクシー利用料を助成するための
経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

障害者施設通所交
通費助成

障害者が施設等に通う交通費の一部を助成する
ための経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

補装具費支給利用
者負担助成

車椅子、義足等の補装具の購入・修理費用の一
部を助成するための経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

障害児訓練器具等
購入費助成

訓練器具等の購入費用の一部を助成するための
経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

在宅障害者一時ケ
ア事業補助金

障害児者を一時的に介護する事業を実施する団
体に対して、その費用を助成するための経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

別紙３
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障害児者宿泊費助
成

障害児者が宿泊施設を利用した場合の費用の一
部を助成するための経費

障害者施策は、支援費制度の導入以降、度重なる改正によりサービス
の充実等が図られていることから、本市独自に実施する事務事業につ
いては、その目的や効果等の視点から見直しを行い、将来にわたり、支
援が必要な方に必要なサービスを提供できるよう、制度の持続可能性
を確保するとともに、障害児者の重度化、高齢化への対応や、障害等に
対する理解促進を図るなど、共生社会の実現に向けた取組の充実強化
を図る。

障害福祉サービス
課
042-769-8355

敬老事業
（敬老祝金等支給
費）

８８歳及び１００歳の誕生日を迎える方に対し、祝
い金や祝い品を贈呈し、長寿を祝うとともに、多年
にわたり社会に貢献されたことに感謝し、その労
をねぎらうための経費

関係団体の意見等を伺いながら、敬老事業補助金、敬老訪問経費と併
せた敬老事業の全体的な見直しの中で、支給対象年齢も含め、今後の
事業の在り方を検討する。

高齢政策課
042-769-8354

緊急一時入所事業
在宅高齢者の介護が困難になった場合に、特別
養護老人ホーム及び養護老人ホームに一時入所
させるサービスを提供するための経費

介護保険制度の定着や総合事業の創設等を踏まえ、本市独自に実施
する事務事業については、その目的や効果等の視点から見直しを行う
ことにより、今後、更なる高齢化の進行が見込まれる中、将来にわたり、
支援が必要な高齢者に適切なサービスを提供するとともに、地域包括
ケアシステムの構築や、喫緊の課題である介護人材の確保・育成・定着
に向けた更なる対応を図る。

中央高齢者相談
課
042-769-8349

ねたきり高齢者出
張理美容サービス
助成事業

在宅ねたきり高齢者で、理美容店に行くことが困
難な高齢者に対し、理美容師の出張料金等の助
成をするための経費

介護保険制度の定着や総合事業の創設等を踏まえ、本市独自に実施
する事務事業については、その目的や効果等の視点から見直しを行う
ことにより、今後、更なる高齢化の進行が見込まれる中、将来にわたり、
支援が必要な高齢者に適切なサービスを提供するとともに、地域包括
ケアシステムの構築や、喫緊の課題である介護人材の確保・育成・定着
に向けた更なる対応を図る。

中央高齢者相談
課
042-769-8349

寝具乾燥消毒事業
在宅ねたきり高齢者等に対し、寝具の乾燥消毒
サービスを提供するための経費

介護保険制度の定着や総合事業の創設等を踏まえ、本市独自に実施
する事務事業については、その目的や効果等の視点から見直しを行う
ことにより、今後、更なる高齢化の進行が見込まれる中、将来にわたり、
支援が必要な高齢者に適切なサービスを提供するとともに、地域包括
ケアシステムの構築や、喫緊の課題である介護人材の確保・育成・定着
に向けた更なる対応を図る。

中央高齢者相談
課
042-769-8349

緊急通報サービス
事業

在宅のひとり暮らし高齢者等に対し、急病や災害
時等に対応するための緊急通報装置設置等に係
る経費

介護保険制度の定着や総合事業の創設等を踏まえ、本市独自に実施
する事務事業については、その目的や効果等の視点から見直しを行う
ことにより、今後、更なる高齢化の進行が見込まれる中、将来にわたり、
支援が必要な高齢者に適切なサービスを提供するとともに、地域包括
ケアシステムの構築や、喫緊の課題である介護人材の確保・育成・定着
に向けた更なる対応を図る。

中央高齢者相談
課
042-769-8349

ねたきり高齢者等
移送サービス利用
助成事業

在宅ねたきり高齢者等に対し、全介助を伴う移送
サービスに要する料金を助成するための経費

介護保険制度の定着や総合事業の創設等を踏まえ、本市独自に実施
する事務事業については、その目的や効果等の視点から見直しを行う
ことにより、今後、更なる高齢化の進行が見込まれる中、将来にわたり、
支援が必要な高齢者に適切なサービスを提供するとともに、地域包括
ケアシステムの構築や、喫緊の課題である介護人材の確保・育成・定着
に向けた更なる対応を図る。

中央高齢者相談
課
042-769-8349

はり、きゅう、マッ
サージ施術料助成
事業

高齢者の健康の保持と介護予防を目的に、はり、
きゅう、マッサージの施術に要する料金を助成す
るための経費

介護保険制度の定着や総合事業の創設等を踏まえ、本市独自に実施
する事務事業については、その目的や効果等の視点から見直しを行う
ことにより、今後、更なる高齢化の進行が見込まれる中、将来にわたり、
支援が必要な高齢者に適切なサービスを提供するとともに、地域包括
ケアシステムの構築や、喫緊の課題である介護人材の確保・育成・定着
に向けた更なる対応を図る。

中央高齢者相談
課
042-769-8349

被爆者のはり・きゅ
う・マッサージ施術
補助事業（被爆者
医療費等助成事
業）

原子爆弾被爆者に対し、はり・きゅう・マッサージ
療養費の一部を助成することにより被爆者の健
康の増進、福祉の増進を図る経費

県内協調事業に加え、本市高齢者施策分を上乗せした事業であること
から、上乗せ分については、高齢者のはり、きゅう、マッサージ施術料助
成事業の見直しと整合性を図る。

疾病対策課
042-769-8324

口腔がん検診事業
口腔がんの予防と早期発見を推進し、市民の健
康で快適な生活のため、口腔がん検診を実施す
るもの

効率化を図った効果の検証や受益者負担額の検討を行っていく。
健康増進課
042-769-8322

確定診断検査事業

特定健康診査の結果、疾病又は負傷の疑いのあ
る者のうち、医師が必要と判断したものに対し確
定診断を実施するもので、その検査料を市が負
担するもの

継続して事業の在り方を検討し、関係機関と調整を図っていく。
健康増進課
042-769-8322

母子・父子家庭等
福祉手当

児童を養育しているひとり親家庭等に対し、福祉
手当を支給し、福祉の増進を図るための経費

ひとり親家庭の自立支援施策及び子どもの貧困対策を推進するため、
一律の現金給付から、より効果的で具体的な支援への転換を図る。

こども家庭課
042-769-8232

施設型給付費（保
育料減免分）

国基準に基づく保育料と市が設定する保育料と
の差額を市が負担するための経費

幼児期の教育・保育の無償化に関する国の動向や近隣市の保育料水
準等を考慮しつつ、保育料の見直しを検討する。

保育課
042-769-8341
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地域型保育給付費
（保育料減免分）

国基準に基づく保育料と市が設定する保育料と
の差額を市が負担するための経費

幼児期の教育・保育の無償化に関する国の動向や近隣市の保育料水
準等を考慮しつつ、保育料の見直しを検討する。

保育課
042-769-8341

重症心身障害児者
支援事業

家庭において療育生活を営む重症心身障害児者
及びその保護者等に対し、重症心身障害児施設
及び医師の協力を得て、療育に関する専門的な
支援を行うための経費。

ニーズを把握したうえで、今後の事業の方向性を検討する。
児童相談所
042-730-3500

在宅重症心身障害
児者支援事業委託

家庭において療育生活を営む重症心身障害児者
とその家族に対し、専門施設の協力を得て、家族
あるいは地域における必要な訓練及び適切な療
育について指導を行うための経費。

ニーズを把握したうえで、今後の事業の方向性を検討する。
児童相談所
042-730-3500
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